
1 

 

市民意見募集（パブリックコメント）結果 

 

 「和歌山市みんなでとりくむ災害対策基本条例（仮称）」に関するご意見を募集しました結果、４１ 

件のご意見をいただきましたので、次のとおり公表します。 

 

■募集案件の概要 

 

募集案件 和歌山市みんなでとりくむ災害対策基本条例（仮称） 

受付期間 平成２５年１月１５日～平成２５年２月１５日 

ご意見の件数 １４名 ・ ４１件 

 

■ご意見の概要と考え方 

 

 多くの貴重なご意見をいただきまして、大変ありがとうございました。 

 いただきましたご意見をすべて条例に反映することはできませんが、条例制定後、実際に運用してい

く上で出てくる必要な事案があれば、今後も、市民の皆様のご意見をお聞きしながら検討を加え、より

よい条例にしたいと考えております。引き続きご意見をいただければ幸甚に存じます。 

 以下、皆様からのご意見に対する考え方を載せさせていただきます。 

 

No ご意見の概要 考え方 

１ 

 

自主防災会の運営・活動については連合自治

会、各単位自治会の日常活動の中で実施され

ており、自治会未加入者については情報伝達、

絆の醸成、共助の面で非常に憂慮すべき現状

がある。（自主防災会規約では全住民を対象

としているが） 

一方、自治会は任意団体であることから加入

を強制できず、地域住民のほぼ２０％程度は

未加入と考えられる。自治会は行政組織の末

端を担っているにもかかわらず市当局も自治

会加入を推進している気配は見えない。 

事業者についても上記同様のことが散見さ

れる。 

条例案第５条、第６条に「自治会加入の努力

 

ご指摘いただきましたとおり、自主防災会の

中心となるのは自治会であり、自治会未加入

世帯の現状と自治会加入推進施策の必要性は

十分理解しております。 

ご意見をいただきました「自治会加入の努力

義務」及び「行政として機会あるごとに自治

会加入推進施策の実施義務」につきましては、

今回の条例の趣旨から、条文への追加は適当

ではないと考えます。 

自治会加入の推進につきましては、今後、市

民皆様の周知と理解を進めることが必要であ

ると思いますので、所管部署にその旨を十分

に伝えさせていただきます。 
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義務」追加、第１６条に「行政として機会あ

るごとに自治会加入推進施策の実施義務」を

追加すべきである。 

 

 

 

No ご意見の概要 考え方 

２ 

 

阪神・淡路大震災で被災された方に聞いたと

ころ、トイレは野菜を洗った水で流したそう

で、水の争奪戦になったことと、一番問題に

なったのが、トイレットペーパーがトイレを

詰まらせる原因になり、トイレットペーパー

は流さないようにしたとのことだった。 

避難場所ではどれくらいのトイレットペー

パーの用意があるのかわからないが、たちま

ちのうちになくなってしまうのではないかと

いう心配もある。 

それで、提案したいのが、市役所、県庁、病

院、保健所、ホテル、図書館、自治会館、美

術館、博物館、その他会館、レストラン、百

貨店、結婚式場、駅、避難時に使われる学校

のトイレなど、不特定多数の人が使用するト

イレは、トイレットペーパーを流さない習慣

づけを呼びかけてほしい。（韓国では実施さ

れており、その他の国では家庭でもトイレッ

トペーパーを流さない国がある。） 

避難して不自由な生活を強いられ、イライラ

しているときに、急にトイレットペーパーを

流さないようにするのは大変なので、公共の

トイレでは、「紙を流さない」ことを今から

決めて対処しておけば、いざというときに有

効である。 

一番いいのが、普段から各家庭で習慣づけを

しておくことだと思うが、今からできること

をしておくことが必要ではないか。 

 

 

 

災害時のトイレ対策は、大変深刻な問題の一

つです。 

断水が起こると家庭等の水洗トイレが使え

なくなります。避難所等の仮設トイレも詰ま

ってしまえば使えなくなったり、衛生状態の

悪化を招いてしまうこともあります。トイレ

に行くことを我慢したり、水分補給を減らす

ことによる健康被害が起こることも考えられ

ます。 

現在、市としましては、排泄物やトイレット

ペーパー等をまとめて一般ごみとして処理が

できるようにするトイレ処理剤や簡易トイレ

を備蓄しています。また、下水道に直結する

災害用マンホールトイレを、避難所や公園等

に仮設できるような整備も進めています。さ

らにトイレが不足したときのために、仮設ト

イレ設置協定を業者と締結しております。 

ご意見をいただきました点につきましては、

災害時のトイレ対策にとっての一方策だと考

えますので、所管部署にその旨を伝えてさせ

ていただきます。 
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No ご意見の概要 考え方 

３ 

 

阪神・淡路大震災から１８年、一昨年の東日

本大震災、近年の地震のみならず風水害、土

砂災害等大変甚大な被害を受けており、今回、

和歌山市議会において災害対策基本条例を市

当局に議員提案されることについて、大いに

有意義なことであると思う。 

 

 

 

条例案の趣旨をご理解いただき、ありがとう

ございます。災害に強いまちづくりの推進の

ために条例制定を進めたいと考えますので、

今後もご協力をいただければ幸いです。 

 

No ご意見の概要 考え方 

４ 

 

私たちの地域で行ってきた防災活動「地域で

の要援護者への取り組みと防災意識」の一環

で得た問題点と今後、地域共助の充実を図る

ためにどうすればいいかという現実に立ち向

かっている現状について、参考になればと思

いコメントを行う。 

私たちの地区では、１０数年前から地震防災

について住民に防災意識を持ってもらうため

に種々活動を継承しているが、今後も防災意

識の高揚に努めなくてはならないと考えてい

る。 

そこで、特に力を入れているのは、地震、津

波被害の軽減であり、条例案の第４章第３節

に記されている「災害に強いまちづくりの推

進」について、地域として、次のとおり、今

後進めていかなければと考えている。 

 

①地域共助の充実（共助に関する行政の役

割） 

 ◎被害を軽減する最も中心になるもの 

       〔死傷者を出さないこと〕 

 ◎理念の徹底と共有化のための啓蒙 

     〔大災害を想定し、避難活動〕 

 ◎具体的には共助組織の立ち上げ、指導、

サポート、運営上の相談窓口等、その組織

 

地域での防災活動の取り組みを活発に行っ

ていただき、ありがとうございます。 

市の防災施策等の参考にさせていただくよ

う、所管部署にその旨を十分に伝えてさせて

いただきます。 
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の状況を把握するのが行政である。つまり

行政の地域密着が求められる。 

 ◎要援護者の把握、支援、救助訓練などの

企画、管理、指導 

 ◎「協力者のスキルアップ」災害弱者の避

難訓練 

 ◎協力者の近隣在住の災害弱者名再認識、

協力者への勉強会開催 

 

②地域での防災意識の高揚（自助行動意識） 

地震のタイプの周知、まず逃げることを知

ってもらう。 

 

③子どもたちへの防災意識教育（学校教育並

びに地域教育） 

地域の子ども会とのコラボレーション、地

震、津波の怖さを教える。 

防災訓練実施では、親子で避難訓練の大切

さを実感してもらう。 

 

No ご意見の概要 考え方 

５ 

 

 要援護者の定義としては、私たちの自治会で

は、共助組織立ち上げ当時は寝たきりや重度

の歩行困難に限定していたが、現在は「支援

を求めたいと思う人」としている。 

実態は、一人住まいの高齢者、重度の歩行困

難者、老々介護状態、心細いなどであり、市

制定の「災害時要援護者登録の申し出」への

登録より、私たちの自治会独自の呼びかけに

よる要援護者登録のほうが多くなっている。 

 

要援護者を助ける協力者の登録も多く、自治

会が地域に行う要援護者に対する支援の呼び

かけ方法は、要援護者の了解のもと、氏名、

住所を記載した回覧を作成して、要援護者の

近隣世帯に回付して自治会が支援を呼びかけ

る。 

 

災害時要援護者登録制度につきまして、今後、

さらに検討を重ねた上で施策による対応が必

要であると考えますので、所管部署にその旨を

十分に伝えてさせていただきます。 
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登録書の更新は、要援護者、協力者とも過年

分をクリアして、毎年全会員に改めての登録

を呼びかける。これは、死亡、転居転勤、施

設への入所、健康状態が変化することに対応

するためである。 

  要援護者の問題点としては、高齢者の方は身

体的事由により外出が極端に少なくなるた

め、これが近所付き合いを少なくし、ひいて

は組織が弱体化する。 

 

  協力者の問題点としては、子育て、仕事、生

活に大きな負担がかかっている層が中心のた

め、動機付けを行わないと組織が弱くなる方

向に力が働きやすい。 

  地域共助は、放置すれば常に空洞化の方向に

力が働いていると言える。 

 

防災組織の概念 

  消防団的防災組織……初期消火 

            防災資機材の整備 

  共助的組織……要援護者の抽出 

   要援護者に対する救出 

   避難を助ける協力者の組織化 

   要援護者と協力者のセッティング 

 

  自主防災組織（共助的組織）は、地域密着、

地域情報にたけた集団である必要がある。 

 要援護者登録については、地域内において必

要な人が登録されていなければならない。 

 市が行っている「災害時要援護者」は、地域

の実情に立脚していない。 

  地域密着した集団が共助組織を立ち上げ

る。その組織の運営上の相談に乗る、指導を

行う、サポートする、その組織の状況を把握

するのが行政である。つまり、行政の地域密

着が求められる。 

 

 事前に登録を申し出た災害時要援護者の協
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力を得て、その者の現況を把握する（第１０

条）、その者に配慮した対策を推進し支援を行

う体制整備（第３０条）とあるが、市制度が

浸透していないことに加え、地域集団の協力

なくして実効性は上がらないと考える。 

 

 

No ご意見の概要 考え方 

６ 

 

和歌山県で災害が起きた場合には、当然、国

からの情報を元にしなければならない。しか

し、その対応の遅さ・鈍感さを解決する手段

が過去にあったのか。 

 

では、和歌山市独自で行える体制はどのよう

なものか。条例案にある協働の相手である自

治会・消防団・ＮＰＯ等における実態は、高

齢化の波の中で今までのような施策はできな

いと思う。 

 

それをどのようにするのか、そのポイントと

なる具体的な内容を次のとおり提案したい。 

 

①地域をくまなく歩いてどこに危険がある 

か、また、道路のズタズタ（通行止め・先細

り・段差）な開発や、歩道のない通学路等を

把握しているのか。 

 

②防災を基本に考えていくのが都市計画で

ある。計画の進捗と見直しを行っているの

か。道路を的確に配置することがより安全な

街となる。 

 

③和歌山市の町並みは、戦災ということで、

ある程度防災的には有効であるが、道路は車

が通るためだけでなく、火災時の延焼を妨げ

る重要な事案である。市内の川も有効な手段

と考えるが、そこに不法な建物があり全く効

 

⑥の個人情報の取り扱いについてのご意見

につきましては、法改正等の動向も見ながら、

今後、さらなる検討が必要と考えております。 

 

いただきましたその他のご意見につきまし

て、施策等による対応が必要と考えますので

所管部署にその旨を十分に伝えさせていただ

きます。 
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果のない状態となっている。 

 

④協働の相手を自治会や消防団に求めても、

高齢化・地域の孤立化に歯止めがかかってい

ない現状では、机上の空論となるおそれがあ

る。いくら講習会を開いても現状の体制の変

化はない。新しい団体や病院の範囲等に限

定、または、支援センター範囲での受け皿を

求めていけばいいのではないか。 

 

⑤部局とか担当とか関係なく市民との対話

を大切にし、規則だけが行政ではなく、クレ

ームに恐れることなく前に出て行政全体で

受け止めるということ。それが、和歌山市に

見られない。地図ではなく３Ｄで現地を見れ

ば、少し市民の意見を理解できると思う。 

 

⑥個人情報の取り扱いについて、国は保身の

ためだけであり、地方ではこのような法律を

条例において変化していかないと、いろいろ

の障がいを持たれている方々や高齢者の保

護はできない。 

 

⑦紀の川・和田川・和歌川周辺に到来する津

波の遡上を考えるとき、その堤防の幾つかに

家があり、決壊する場所が京橋付近にあるこ

とを充分理解して、その対策が急務であると

思う。 

 

⑧現在の防災無線は、非常に聞こえなくて困

っている。建物の密閉度がよくなり、冬は全

く聞こえない。もっと個人の無線等の活用を

考えてほしい。 

 

⑨和歌山市は、市民に求めている飲料水・食

糧等の備蓄は長い時期を想定しなければな

らない状態なために、個別調査を行いその把

握を求めている。 
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⑩災害時の避難経路上に危険な家屋があれ

ば撤去する方針が見えてくるが、耐震化だけ

ではなく道路は災害時の通路とするならば、

今後、危険な道をつくらせない施策を充分に

検討して強化するようにしてほしい。 

⑪防災計画としての街路計画を検討するの

が今後の急務と思う。余りにも醜い土地開発

が見える。法は抜け道があるが、それを指導

してこそ行政マンであると思う。 

 

⑫国は、老朽した橋・トンネルの整備費が２

００兆円以上かかるとの試算を１９９０年

頃から考えていたが、予算上では国会で公表

できず、笹子トンネル事故を好機と捉えて公

表を進めている。過去が悪いとかではなく、

今後、何をしなければならないのかを見据え

て行政を進めてほしい。 
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No ご意見の概要 考え方 

７ 

 

条例案第２条第８号で、 災害時要援護者を

「高齢者、障害者、難病患者、外国人、乳幼

児、妊婦、旅行者その他災害が発生した場合

において避難等に援護が必要な者をいいま

す。」と定義されているのだから、これらに

該当するすべての要援護者を把握すべきでは

ないか。 

条例案第１０条第２項に、「事前に登録を申

し出た災害時要援護者の協力を得て、その者

の現況をあらかじめ把握するよう努めなけれ

ばなりません。」とありますが、市の災害時

要援護者登録制度は、近隣の方も一緒に登録

していただき、避難の手助けをしてもらうと

いう特性上、保護者がいるような児童発達支

援センターなどに通っている子どもたちは、

登録する有用性は低いため、災害時要援護者

登録制度の通知は来ていないそうである。 

 

 障がいを持った子どもの保護者の不安など

を理解してもらい、どの地区に、どのような

支援が必要な子どもたちがいるかを市で把握

してほしい。 

個人情報、人数の関係上、市で把握するのが

難しいのであれば、児童発達支援センターな

ど関係機関の協力を考えてはどうか。 

他府県などと同等の登録制度にしているか

もしれないが、これでは災害時要援護者を把

握できないことは明らかである。ぜひ、災害

時要援護者登録制度とは別の和歌山市独自の

登録制度をつくって災害時要援護者の把握に

努めてほしい。 

 

 

 

 

 

災害時要援護者登録制度につきまして、より

よいものにするために、今後も関係者のご意

見も伺いながら、さらに検討が必要であると

考えます。 

多くの方に登録をしていただけるよう周知

を図り、きめ細やかな登録制度にできるよう

所管部署にその旨を十分に伝えてさせていた

だきます。 

また、条例案の附則第２項「この条例の施行

後２年を目途として、施行状況について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとする。」に、市民の方々の声を受け

止めて検討を加える旨を追加したいと考えて

おります。 

よりよい条例改正を行えるよう、今後もご意

見をいただければと考えます。 
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No ご意見の概要 考え方 

８ 

 

条例案第１９条、第２０条で、災害時要援護

者を必要時に専門相談機関へつなぐことがで

きるよう、支援チームの中に専門職が入って

いる必要がある。 

特に、地域の子どもたちの特性を熟知してい

る人材を確保すべきである。 

 

○子どものメンタルヘルス 

○小児科や児童精神科などの医療 

○学校や教育委員会などの教育 

○児童相談所などの児童福祉、少年司法、民

生委員 

 

市の災害、防災に関する対策が非常に遅いと

感じており、市ができないのであれば企業や

市民にもっと協力を求めるべきではないか。 

保護者からの意見が出ないのも、災害時要援

護者登録制度について納得しているわけでは

なく、“知っている人がいない”のである。  

ぜひ、災害に強い「ひと」づくり、「まち」

づくりをするために当事者の意見を聞き入れ

てほしいと思う。 

 

 

 

 

 

いただきましたご意見につきまして、地域防

災リーダーの育成も含め、施策等による対応

が必要と考えますので、所管部署にその旨を

十分に伝えさせていただきます。 

また、条例案の附則第２項「この条例の施行

後２年を目途として、施行状況について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとする。」に、市民の方々の声を受け

止めて検討を加える旨を追加したいと考えて

おります。 

 よりよい条例改正を行えるよう、今後もご意

見をいただければと考えます。 

 

No ご意見の概要 考え方 

９ 

 

市内の小学校、中学校等の正門前には、海抜

○○ｍと表示されているが、防災マップには、

標高として表示されている。 

海抜と標高は何がどう違うのか、統一するの

が望ましいと思う。 

 

 

 

海抜と標高は同じものです。 

表示方法につきましては、所管部署にその旨

を伝えさせていただきます。 
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No ご意見の概要 考え方 

10 

   

行政側としては高いところへ逃げるように

ＰＲしているが、市内中心部は低い場所が多

く、高い場所はどこになるのか。 

 

   

  ご指摘の市内中心部では、和歌山城、和歌

山大学教育学部附属小・中学校、吹上地区に

高い場所があります。 

それ以外の場所では、津波避難協力ビルや

津波避難場所等がありますので、ご確認をお

願いします。 

 

 

No ご意見の概要 考え方 

11 

 

市内の主要な場所には高さ表示が必要で、主

要道路には、高さを記入したポールの設置等

をしてほしい。 

例えば、和歌山市駅のエスカレーター周辺や

ＪＲ和歌山駅前にも表示をしてほしい。この

周辺の高い場所はどこになるのか。 

避難場所として公共施設が指定されていて、

玄関前とか正門前とかに高さ表示があるが、

屋上にも高さ表示をしたらどうか。 

第二阪和紀の川バイパス道路や高速道路を

一時避難場所として利用できるようにしたら

どうか。 

 

 

 

 

関西電力の電柱を中心に、市内約２，０００

カ所に海抜表示を行っています。 

和歌山市駅周辺の高い場所については、城北

小学校があり、ＪＲ和歌山駅周辺については、

近くのビル等が考えられます。 

また、高速道路等を一時避難場所として使用

することにつきましては、自動車等の通行に

よる危険性が危惧されることが問題となりま

すが、検討を行うよう所管部署に伝えさせて

いただきます。 

No ご意見の概要 考え方 

12 

 

災害が発生して仮設住宅で生活するように

なった場合、身体障がい者には、玄関にスロ

ープをつくるとか、バリアフリーで生活でき

る仕組みが必要ではないか。 

 

 

 

 

いただきましたご意見につきまして、所管部

署にその旨を十分に伝えさせていただきま

す。 
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No ご意見の概要 考え方 

13 

   

 防災マップにはヘリポートの印があるが、津

波が来たときに役にたつのか。 

 また、紀の川を逆流した海水が紀の川大堰で

とめられ、左岸、右岸へあふれ出すことは間

違いないと思うが、逃げる場所はどこになる

のか。 

 

 

 

 

  

 所管部署に確認をしましたところ、津波被害

のみの対応を想定したヘリポートではありま

せんが、コスモパーク加太防災ヘリポートや

和歌山県庁南別館（防災センター）屋上、そ

の他緊急用の離着陸場が使用できるとのこと

でした。 

  紀の川大堰に近い避難場所としましては、北

にある山側への避難、市立和歌山高等学校や

市立四箇郷北小学校などの建物への避難等が

考えられますので、ご確認をお願いします。 

No ご意見の概要 考え方 

14 

 

平成１８（２００６）年３月作成の防災マッ

プは、各地区の避難場所が記録されているが、

一歩改善を進めて、電話番号の横に高さ表示

を記入してほしい。 

 

 

平成２３（２０１１）年１２月作成の防災マ

ップには、各地区の避難場所の海抜（標高）

が表示されております。 

No ご意見の概要 考え方 

15 

 

防災行政無線の放送の内容が、はっきり聞き

取りにくい。特に、男性の声が聞き取りにく

く、重大な放送は女性の声のほうが聴きやす

いと思う。しゃべり方にも工夫をしてほしい。 

放送の方法も工夫して、警報や注意報の放送

を流す前などに音やサイレンを流したらどう

か。 

せせらぎ公園、スポーツ広場には、電光掲示

板が設置されているが、節電のため稼働して

いないので、国土交通省にかけ合って稼働さ

せるべきではないか。 

 

 

 

所管部署に確認をしましたところ、防災行政

無線の放送の前にサイレン等を流すことを検

討しているとのことでした。 

その他の工夫を行うご意見につきましても、

所管部署にその旨を伝えさせていただきま

す。 

なお、「和歌山市防災情報電話」0180-997-199

で、放送内容を確認していただくこともでき

ます。 

また、国土交通省近畿地方整備局和歌山河川

国道事務所に確認をしましたところ、ご指摘

の電光掲示板は、紀の川大堰等の放流のお知

らせをするためのもので、以前行っていた時

間表示は節電のためとりやめたが、稼働はし

ているとのことでした。 
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No ご意見の概要 考え方 

16 

 

 

市内、和歌浦南津屋付近の避難場所として、

奠供（てんぐ）山と妙見山があるが、次のよ

うな問題がある。 

 

①両方の山については、登り坂の階段はだれ

でも安心して登れるところではない。 

 

②登り道の階段は、石垣が崩れかかっていた

り、手すりなどもなく、大きな木が根こそぎ

倒れそうだし、片方は何もなく足を滑らせれ

ば危険である。 

 

③元気な人でも危険なのに、高齢者、障害者、

子どもなどはもっと危険で登れない。 

 

④地域住民の人たちが安心して避難できる

よう、住民の皆さんと一緒に考え、安心でき

る避難場所を希望する。 

 

 

 

 

 

 

 

所管部署に確認をしましたところ、奠供（て

んぐ）山や妙見山は和歌公園に含まれており、

管轄となります県に対しまして、市民の方の

ご要望をお伝えしているとのことでした。 

和歌公園には史跡もあるため、その整備を行

うためには課題もあるようで、引き続き市民

の方のご意見をお伝えしていきたいと考えま

す。 

No ご意見の概要 考え方 

17 

 

 

議員各位のご尽力により、全国に誇れる条例

が成立するよう期待している。 

 

 

 

 

 

 

 

条例案の趣旨をご理解いただき、ありがとう

ございます。ご期待に添えるように、条例制

定を進めたいと考えております。 
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No ご意見の概要 考え方 

18 

 

前文について 

前文３段目の趣旨、目的は何なのか。 

文意に反対するものではないが、本則中にこ

の部分に関わる、自然との共生や自然環境の

維持に関する実行規定が存在しないように見

受けられる。 

通例、前文はその条例の制定目的、趣旨を宣

言するものと思う。本則中に実行規定がない

文言は削除すべきではないか。 

憂慮するだけで、努力義務とはいえ実行規定

を置かないのは、単なる衒学（げんがく）的

趣味としか思えない。 

条例が定められれば和歌山市域内に効力を

持つものとはいえ、全国を一人歩きすること

になるので、ご一考をお願いしたい。 

 

 

 

災害の発生する原因の一つとして、文明社会

の発展や人口の増加等による人類の関与もあ

ることを改めて再認識する必要があると考

え、前文に記載しております。 

また、「みんなでつくる災害対策基本条例」

ということで、憂慮するという表現により、

災害に対する心構えを啓発したい意味も込め

ております。 

ご理解をいただけたらと考えます。 

 

No ご意見の概要 考え方 

19 

 

「市及び議会」の主語表記について 

第３条は、「市民、事業者、市及び議会」が

主語となっている。 

議会は市の一機関（議事機関）でありますか

ら、「市」についての規定は、市の執行機関

である「市長その他の執行機関」及び市の議

事機関である「議会」を当然に拘束するもの

と考えるが、どうか。 

「市長その他の執行機関及び議会」の趣旨で

あれば、法令上の正規の表現を用いるべきと

思う。（第１７条第１項、第３項も同旨） 

あえて、「市及び議会」と同列に併記する必

要は何か。 

なお、市の議事関係である「議会」の固有の

責務及び役割を規定する場合は、「議会」を

主語とすべきことは当然と思う。 

 

 

 

ご指摘をいただきましたとおり、法令上の正

規の表現では、「市長その他の執行機関及び議

会」となりますが、今回の議員が提案を行う

条例案では、議会と市の責務をよりわかりや

すくするため、特に「市及び議会」としまし

た。 

この件につきましては、専門家の方の意見聴

取も行った上で判断をいたしました。 

ご理解をいただけたらと考えます。 
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No ご意見の概要 考え方 

20 

 

 

「身近なコミュニティ」（第２条第７項）に

ついて 

この定義規定は必要なのか。 

私の知る限りでは、法律等において「地域」

「地域コミュニティ」を定義して使用してい

る例はないと思う。慣用に従えばいいのでは

ないか。町内会、自治会に代表させて定義し

てしまうことで、かえって弊害が生じること

になると考える。地域には、町内会、自治会、

婦人会、青年団といった旧来からの「地縁団

体」のほか、スポーツや福祉ボランティア、

まちおこしグループ、各種サークルといった

特定目的を持つ「機能団体」があるというの

が通説となっているのではないか。 

また、「町内会、自治会等」とは、町内会、

自治会のほかどのようなものを想定している

のか。 

既存の町内会、自治会に加入していない市民

もあると聞いているが、そのような人たちを

排除する趣旨にとられる恐れがあるのではな

いか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域」については、人によってイメージの

差が大きく、地域というものを再確認してい

ただくために、あえて定義を行っています。 

「町内会、自治会等」の「等」としておりま

すのは、「地縁団体」やそれ以外の団体、さら

に、団体に入っていない方たちも広く含めて

考えております。 

ご理解をいただけたらと考えます。 
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No ご意見の概要 考え方 

21 

 

 

努力義務規定の表現について 

努力義務について、「努めなければならない」

「努めなければなりません」「努めましょう」

の３種の表現が用いられていますが、内閣法

制局を根源とする我が国の国法体系の表現作

法からすると非常に奇異に感じる。 

協議会でも議論をされたようですが、条例と

して定められれば、和歌山市条例の中に溶け

込み、起草者の意図を離れて社会を拘束する

ものであるため、表現については慣例に従う

べきと考える。 

努力義務とはいえ、市民を拘束するものであ

る以上、明快に規定すべきだと考える。 

「全国で初めて」というのは、理由として成

立しないと考える。 

条例として成立すれば、全国を一人歩きする

ことになるため、条例中になぜ表現を使い分

けたのかの説明をつけない以上、全国的に通

用し、奇異に感じられない表現とすべきであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条例案の表現方法につきましては、いろいろ

議論を行った結果、「市民の皆様とともに災害

対策にとりくむ」という視点を重視し、この

ような表現方法となりました。 

いただきましたご指摘につきまして検討を

行いましたが、素案の表現のとおりとするこ

とにいたしました。 

ご理解をいただけたらと考えます。 
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No ご意見の概要 考え方 

22 

 

「中央構造線を震源とした直下型地震」に関

して 

前文で言及されているが、本則中に特化した

規定が設けられていないように思う。 

直下型地震については、和歌山市域のほとん

どを占める紀の川による堆積によって、数十

メートル地下の岩盤に残る過去数万年から数

十万年の傷跡を確認できていない以上、和歌

山市の全域において直下の活断層による直下

型地震があり得ると考えられる。 

所在を確認できない活断層について規定す

るのは困難とは思うが、中央構造線について

は、推定部分もあるとはいえ、おおむね所在

が想定可能と思う。 

活断層地震に対する最大の防災は、その活断

層上とその周辺に家屋等を建設して居住しな

いことだとされている。 

中央構造線周辺の既存建築物について規制

をかけるというのは、財産権、居住権等に絡

みがあり非常に困難であろうと思うが、中央

構造線については、推定部分も含め知見が得

られている。 

これについて何も対応しないでおくのは、こ

の条例案の趣旨に合わないのではないか。 

既存建物、既住の市民について、努力義務と

してでも規定するのは困難であっても、中央

構造線上及びその一定の周辺について、新た

に住宅その他の建築物を新築する者、または

宅地等の開発をしようとする者について、「中

央構造線断層帯の所在に留意し、直下型地震

に対応した防災、減災のための設備に努めな

ければならない。」の規定を設けて、注意を

喚起することは考えられないか。 

 

 

 

 

 

ご指摘をいただきました「中央構造線を震源

とした直下型地震」につきまして、新たに建

築物を新築する等の場合は他法に規定がある

ことを考え、今回、特に直下型地震のみを取

り出した規定は設けておりません。 

ご理解をいただけたらと考えます。 
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No ご意見の概要 考え方 

23 

 

 

「避難」について 

今回の条例案では、避難についての市民等の

基本的な責任が規定されていないように思

う。 

過去の事例を顧みても、市が避難勧告、避難

指示を発しても避難せずに被災するといった

ことが生じているところである。 

「避難」については、「和歌山県防災対策推

進条例」第３７条第１項及び第２項に規定が

あるとして、市条例に規定は必要ないと判断

されたのか。 

たとえ、屋上屋を架すことになっても、市条

例に規定を設けるべきではないか。 

この場合、最近制定された「徳島県南海トラ

フ巨大地震等に係る震災に強い社会づくり条

例」第１７条（避難の心構え）の規定も参考

にしてほしい。 

 

 

 

 

 

 

貴重なご意見をいただきまして、ありがとう

ございました。 

いただきましたご指摘をもとに検討を行っ

た結果、「避難」についての規定を条例案に追

加したいと考えております。 

 

No ご意見の概要 考え方 

24 

 

 

自宅で、風雨の激しい場合など窓を閉め切っ

ている場合には、市設置の防災行政無線の放

送が聴取できない。平常時でも、放送されて

いることすら認識できない場合がある。つい

ては、防災無線が強制聴取できる受信機を市

で原価販売できないかもご検討いただきた

い。 

 

 

 

 

 

 

防災行政無線が聞き取りにくいという問題

につきまして、所管部署にその旨を十分に伝

えさせていただきます。 

なお、「和歌山市防災情報電話」0180-997-199

で、放送内容を確認していただくこともでき

ます。 
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No ご意見の概要 考え方 

25 

 

 

自治会、婦人女性会、ＮＰＯ、建設会社、設

計会社、学生、自衛隊ＯＢ等の面々が集まり、

平素は座談会を行って、２週間に一度は話を

まとめ、防災市民提言として、事前対策とし

てのアイデア、災害発生後対策としてのアイ

デアを提言してはどうか。 

 

 

 

 

いただきましたご提言につきまして、所管部

署にその旨を十分に伝えさせていただきま

す。 

 

No ご意見の概要 考え方 

26 

 

 

人命救助、危機管理等を過去に訓練されてこ

られた自衛隊ＯＢの方や、自衛隊ＯＢ組織の

隊友会さんに協力してもらい、避難訓練や災

害後に電気・ガス・水道等の生活基盤が使え

ない中での緊急時生活訓練等を指導してもら

うのはどうか。 

  

 

 

 

いただきましたご提言につきまして、所管部

署にその旨を十分に伝えさせていただきま

す。 

 

  

No ご意見の概要 考え方 

27 

 

 

本市には、東日本大震災によって避難されて

こられた方々がたくさんおられます。被災体

験をされた皆様から、災害後に大変なご苦労

をされたことなどをお話ししていただき、事

前にしておかなければならないことや、被災

後の生活に困らないために何が必要かを参考

にさせていただくのはどうか。 

 

 

 

 

 

 

いただきましたご提言につきまして、今後、

被災体験をされた方々にご協力をお願いでき

るような検討を行いたいと考えます。 

所管部署にもその旨を十分に伝えさせてい

ただきます。 
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No ご意見の概要 考え方 

28 

 

景観条例では、建築物の最高限度を１５ｍと

しているが、予想される南海トラフ地震では、

津波高最大８ｍ、平均６ｍとなっているので、

地区住民が一時避難できる新設の避難建物、

避難タワー等は、多人数収容できるよう２０

ｍ程度までは例外としてよいのではないか。 

 

 

 

所管部署に確認をしましたところ、市長が市

景観審議会の意見を聞き、景観に支障がない

と認めた場合は、１５ｍを超える高さも認め

ることができるとのことでした。 

 

No ご意見の概要 考え方 

29 

 

市役所内部でも各課で意志疎通を図り、防

災、命を第一に考えてほしい。 

   

 

 

いただきましたご意見につきまして、それぞ

れの所管部署にその旨を十分に伝えさせてい

ただきます。 

   

No ご意見の概要 考え方 

30 

 

観光資源の保全及び津波対策として、和歌浦

玉津島神社前の道路は片側交互通行にして、

現在の歩道と車道１車線を堤防兼歩道として

ほしい。高さは、新不老橋の南堤防同等以上

とし、津波侵入対策を優先してほしい。 

 

 

 

いただきましたご提言につきまして、所管部

署にその旨を十分に伝えさせていただきま

す。 

 

No ご意見の概要 考え方 

31 

 

南消防署横の公園に避難建物またはタワー

の建設をしてほしい。 

和歌浦小学校が避難場所になっているが、想

定の高さが８ｍの津波では、３階、４階へ避

難しないと助からないので、収容人員が足り

ないのではないか。 

 

 

 

 

いただきましたご意見につきまして、所管部

署にその旨を伝えさせていただきます。 

また、和歌浦小学校近辺の山につきましても

避難場所となっておりますので、所管部署に

よりますと、そちらへの避難も考えていただ

きたいとのことでした。 
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No ご意見の概要 考え方 

32 

 

片男波海水浴場入口付近は堤防がなく、津波

のときは、ここから大きな被害になるのでは

ないか。 

和歌浦漁港も堤防がないため危険であるた

め、堤防や避難タワーなどの建物が必要では

ないか。 

   

 

片男波海水浴場及び和歌浦漁港の管轄とな

ります県の県土整備部に確認しましたとこ

ろ、今後、県の津波シミュレーションに基づ

き、和歌山県全体として検討していくとのこ

とでした。 

   

No ご意見の概要 考え方 

33 

 

第８条で、自主防災組織において、地域の防

災訓練等について、地域特性、地形、地質に

応じた、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津

波に対する地域の実情にあったマニュアルを

地域ごとで作成することを規定してはどう

か。 

 

 

いただきましたご意見につきまして、施策等

を実施する中で対応できればと考えますの

で、所管部署にその旨を十分に伝えさせてい

ただきます。 

 

No ご意見の概要 考え方 

34 

 

第８条で、トリアージ（災害時等に治療の優

先度を決定すること）について、市民への理

解の徹底を行うことによって、災害時の混乱

やトラブルの防止を行うことを規定してはど

うか。 

 

 

いただきましたご意見につきまして、施策等

を実施する中で対応できればと考えますの

で、所管部署にその旨を十分に伝えさせてい

ただきます。 

 

 

No ご意見の概要 考え方 

35 

 

第１０条で、災害時要援護者の個人情報の取

り扱いについて、人の生命、身体または財産

の保護のために必要がある場合で、本人の同

意を得ることが困難であるときの規定をして

はどうか。 

   

 

 

個人情報の取り扱いにつきまして、法改正等

の動向も見ながら、今後、さらなる検討が必

要と考えております。 
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No ご意見の概要 考え方 

36 

 

 

第２８条で、一般避難所のほかに、福祉避難

所が必要ではないか。 

また、避難所の設営は迅速に、リーダーの指

示に従うことも大切である。 

 

 

 

 

 

福祉避難所につきましては、市の施策として

推進しているところであり、いただきました

ご意見につきまして、施策等の実施の中で対

応できればと考えますので、所管部署にその

旨を十分に伝えさせていただきます。 

 

No ご意見の概要 考え方 

37 

 

 

災害時や緊急時に備えて、授業の一環とし

て、地域の中学生たちに人工呼吸法や自分た

ちが着用しているＴシャツ等を利用した担架

づくりなどを指導し、危険度の低い場所での

作業を手伝ってもらう災害時中学生ボランテ

ィアの活用を行うことはできないか。 

 

 

 

 

 

現在のところ、各学校において避難訓練にあ

わせて防災の授業等を行っているとのことで

すが、いただきましたご意見につきましては、

所管部署にその旨を十分に伝えさせていただ

きます。 

 

No ご意見の概要 考え方 

38 

 

 

自助、共助、公助の中でも、自助の徹底が一

番難しいと思う。 

条例案で、市民一人一人が災害に備える必要

を、第２章に１０項目にわたって掲げられて

いることは適切である。 

   

 

 

 

 

条例案の趣旨をご理解いただき、ありがとう

ございます。まず、自らの安全は自らが守る

ことを基本に、災害に強いまちづくりの推進

を目指し、条例制定を進めたいと考えます。 
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No ご意見の概要 考え方 

39 

 

自助を実行に移すには、市民に対する宣伝、

啓蒙が十分に行われる必要がある。 

講習会など頻繁に行い、実行させる手立てを

十分考えてほしい。 

その点で、第１８条の市職員の責務は、物足

りなさを感じる。 

市職員は、４２地区すべてに居住していると

思われるので、まず高い防災意識と知識を持

ち、居住地区でボランティアとして、住民教

育の先頭に立つべきだと思う。 

 

 

市職員に対する意識啓発をさらに進め、防災

意識と防災知識の向上とともに地域での活躍

に努めるよう、各部署にその旨を十分に伝え

させていただきます。 

 

No ご意見の概要 考え方 

40 

 

第２節の協働による災害対策の推進につい

て、自主防災組織の育成は大変有効である。 

現在は各地区連合自治会単位で組織されて

いるとはいえ、余りに範囲が広く細かいとこ

ろに気配りができない。 

また、単位自治会でも５００～６００軒も所

属しているところもあり、同様に小回りがき

かない。普通、２００～３００軒、最大でも

４００軒までにまとめて自主防災組織をつく

ることが肝要だと思う。 

 

 

いただきましたご意見につきまして、所管部

署にその旨を十分に伝えさせていただきま

す。 

 

No ご意見の概要 考え方 

41 

 

教育委員会と相談して、中学生、高校生や小

学校高学年の子どもたちの役割も考えてほし

い。 

   

 

 

 

 

各学校において、生徒や保護者に対し、県の

津波に関するＤＶＤを活用して啓発を行って

いるとのことですが、ご意見をいただきまし

た生徒の役割につきましても、所管部署にそ

の旨を十分に伝えさせていただきます。 

   

 


